
1第101回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料3

２０２４年９月３０日
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「再エネ主力電源化」に向けた
技術的課題及びその対応策の検討状況について

～系統事故時の電圧・周波数の急峻な変動への対応～
（報告）
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今回の報告事項の概要

◼ 大きな系統事故などのじょう乱によって電圧や周波数が急峻に変化した場合には、インバータ電源が運転停止するこ
とで周波数が大幅に低下し、それによって大規模停電が発生する可能性がある。

◼ この点について、 「再エネ主力電源化」に向けた電力系統の系統安定性の課題として整理することが必要と考えられ、
第99回本委員会（2024年7月23日）において以下をご審議いただいた。

➢ メーカーへのアンケート調査にもとづくインバータ電源の運転特性

➢ 2030年を想定した過酷な系統状況における系統安定性維持可否のシミュレーション結果

➢ 系統安定性の維持に向けて考えられる対応策

◼ 本日は更に再エネ導入の進むと想定される2050年における状況について検討を進めたためご報告する。

将来想定される
環境変化

インバータ電源（太陽光、風力）の導入拡大、主力電源化
同期電源（火力等）の減少

想定される課題

対策検討

＜インバータ電源の応動＞
• アンケート調査により系統事故

時の応動を推定
【第99回本委員会で報告】

＜周波数低下の影響評価＞
• 2030年想定での周波数低下

の影響評価
【第99回本委員会で報告】

• 2050年想定での周波数低
下の影響評価

【今回は東北東京について実施】

＜周波数低下を防ぐ対応策＞
• 周波数低下の影響度合いに

応じて、必要な対応策
（系統側・機器側）の構築を
検討

【今後実施】

短絡容量の減少による系統事故時の電圧・周波数変動の拡大

急峻な電圧変動・周波数変動によるインバータ電源の停止

系統事故時の周波数低下の拡大（過酷事故での大規模停電リスク）
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系統事故時の電圧・周波数の変動によるインバータ電源の運転停止

◼ 電力系統の周波数は同期電源の回転速度によって定まるものであり、この回転速度は需給変化時に変動するが、
発電機は慣性力を持つために滑らかに変化している。

◼ 他方で、インバータ電源等が検出する周波数は、電圧波形を元に周波数および電圧位相を演算する方式であるため、
系統事故時の電圧の乱れを急峻な周波数の変動と検出してしまうことがある。

◼ この周波数の変化や電圧位相の変化によってインバータ電源が運転停止する可能性がある。

◼ また、系統事故時などの電圧変動は電力系統の短絡容量が小さくなるほど大きくなる。さらに、短絡容量は同期電源
が減少するほど小さくなるため、将来においてはこの影響が大きくなることが想定される。

基幹
系統

（上位2電圧）

ローカル
系統

配電
系統

インバータ
電源

送電線

送電線

超高圧変電所

一次変電所

配電用変電所

系統事故

系統電圧(kV)

時間

系統事故直後（数10～数100ms）

【インバータ電源が計測する電圧】

周波数(Hz)

時間

平常時

事故時

【系統電圧の変化からインバータ電源が算定する周波数】

50Hz/60Hz

系統事故に
よる電圧変動

周波数等の急激な変化
により運転を停止

急激な変動が生じた場合
には停止する可能性
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（参考）同期電源減少による慣性力・電圧(短絡容量)・同期化力への影響～

出所）第５５回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2020.10.27)資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_55_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_55_03r.pdf
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（参考）短絡容量と電圧変動と同期発電機の関係性

◼ 短絡容量はその地点における電圧とその地点から電力系統を見た時のインピーダンスによって定義される。一般的に
同期電源が少なくなるとインピーダンスは大きくなることから短絡容量が小さくなる。

◼ 短絡容量の大きさは電圧維持能力の程度も表しており、短絡容量が小さいほど、系統事故などのじょう乱が発生した
ときの電圧変動が大きくなる。そのため、同期電源が減少していくと、電圧変動が大きくなり易くなると考えられる。

＜短絡容量のイメージ＞

短絡容量(S)を表す式

𝑆 = ൗ𝑉2
𝑍

電力
系統

電圧V

この地点から見る
インピーダンス：Z

⇒インピーダンス(Z)が大きくなると
短絡容量が小さくなる

⇒短絡容量が小さくなると
電圧維持能力が低下する

火力、水力、原子力など 電圧

時間

電力系統の電圧を
自ら支える

周波数と
電圧を生成

故障による
電圧変動小

系統事故

風力、太陽光など
電圧 故障による

電圧変動大接続点の電気波形に
合わせて出力する

時間

系統事故

短絡容量が大きい(同期電源が多い)場合のイメージ

短絡容量が小さい(非同期電源が多い)場合のイメージ
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系統事故に伴いインバータ電源が運転停止した場合の影響について

◼ 系統事故が発生した場合には、事故設備に直接連系する電源の停止に加えて、電圧変動によるインバータ電源の
運転停止の可能性があり、それらによって生じた電力需給の不一致によって周波数低下が生じることになる。

◼ 電圧変動によるインバータ電源の運転停止が多数発生した場合には、周波数の大幅な低下を招き、同期電源が運
転継続できず解列してしまう可能性がある。（電源の連鎖脱落の可能性がある）

◼ ここにおいて、系統事故時のインバータ電源の応動要件として、現状においても事故時運転継続要件（FRT要件：
Fault Ride Through）が定められているものの、将来の系統事故時には現在のFRT要件の基準を超える変動が
生じることも考えられ、そういった状況にインバータ電源がどのような挙動を示すかは知見が深まっていなかった。

G

G

停止

停止

【系統事故による電源脱落とインバータ電源の停止】

運転継続運転継続

運転継続

運転継続

系統事故による
電圧変動の影響範囲

事故設備

事故停電
範囲

送電線

送電線

送電線

配電線

超高圧
変電所

一次
変電所

配電用
変電所

インバータ
電源

同期電源のみが停止
する場合
インバータ電源の停止
がある場合

系統事故発生

周波数(Hz)

時間

調整力(GF等)焚き増し
負荷制限により回復

電圧変動によるインバータ電源停止が更に多く
電源の連鎖脱落発生の場合

調整力(GF等)焚き増し、負荷制限が
間に合わずブラックアウトの可能性
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電源
事故

系統
事故
＋

電源
脱落

（参考）電源事故と系統事故（電源線事故）の影響の違い

◼ 電源事故による周波数低下は電力系統全体としての需給バランスの不一致によって生じるものであるため、広範囲
に亘って影響が生じる。

◼ 送電線等の系統事故では上記に加えて、電圧変動の影響も生じる。電圧の急峻な変動は事故設備の近くで特に
大きくなるため、電源事故による周波数低下に比べると影響範囲が狭い範囲となる。

基幹
系統

ローカル
系統

配電
系統

G
G

G

G

G

G
G

G

G

G

電源事故による
周波数低下の影響範囲

系統事故による
電圧変動の影響範囲

事故設備
事故停電

範囲

送電線

送電線

送電線

配電線

超高圧
変電所

一次
変電所

配電用
変電所

停止

停止

電源脱落による周波数低下が小さい場合

電源脱落による周波数低下が小さいが電圧変動が大きい場合

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

運転継続

電源事故による
需給バランスの
不一致により
周波数低下

上記に加えて
電圧変動による
インバータ電源
の停止により

更に周波数低下
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急峻な電圧・周波数変動時に想定されるインバータ電源の特性の調査結果

◼ そこで、系統事故時に想定される電圧・周波数の変動に対して、どの程度の変動幅および継続時間でインバータ電
源が運転停止する可能性があるかアンケート調査を行い、この結果をもとに、系統安定性の評価を行うことにした。

出所）第９９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2024.7.23)資料１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_99_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_99_01.pdf
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2030年想定のシミュレーション結果について

◼ 2030年を想定したシミュレーション結果としては、短絡容量が非常に小さいと想定されるMsys最小（RoCoFが最
大）の系統状況において、一定程度のインバータ電源の運転停止や負荷制限が生じるものの、大規模停電に至る
状況でなく、系統安定性は確保できていた。

出所）第９９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2024.7.23)資料１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_99_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_99_01.pdf
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（参考）2030年想定の主な前提条件

◼ 2030年想定の需給・系統状況としては、第73回本委員会（2022年5月25日）での慣性力確保状況の試算と
同様に、広域メリットオーダーシミュレーションにより2030年断面を模擬したものである。

出所）第７３回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022.5.25)資料６
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_73_06.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_73_06.pdf


12
目次

1. 前回（第９９回本委員会）の議論状況の振り返り

ー 系統事故時のインバータ電源の運転停止とその影響

2. 2050年を想定した系統安定性の評価

3. まとめ



13
2050年を想定した系統安定性の評価の進め方について

◼ 第99回本委員会で報告した通り、2030年を想定した系統状況においては、大規模電源が接続する電源線ルート
事故が発生した場合、インバータ電源の運転停止は一定程度生じ周波数低下となるものの、発電余力の焚き増し
や負荷制限によって周波数は回復できるという状況であった。

◼ 再エネ導入量がさらに拡大し、同期電源が減少する2050年を想定した系統状況において系統事故が発生した場
合の周波数状況を確認し、系統安定性の維持に向けた対応策の構築の必要性の検討を進めていく。

◼ 今回はまずは東北東京エリアにおける影響評価をシミュレーションにより確認を行った。

2030年の状況
（第99回委員会報告）

北海道：発電余力の焚き増しで周波数回復（負荷制限なし）
東北東京：発電余力の焚き増し・負荷制限で周波数回復

中西6エリア：発電余力の焚き増し・負荷制限で周波数回復

※1 広域連系系統のマスタープランに基づく想定

特別な対策を構築せず系統安定性は維持可能
（一時的な停電は発生）

系統事故による同期電源停止と
インバータ電源停止によって周波数低下

2050年※1の状況

（次回予定）北海道：今後検証
東北東京：今回報告

（次回予定）中西6エリア：今後検証

系統事故による同期電源停止と
インバータ電源停止によって周波数低下

再エネ導入拡大

同期電源減少により
影響拡大の可能性

（次回予定）全国の状況の確認後に
対策構築の要否を詳細検討予定
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（参考）2050年想定の主な前提条件

◼ 2050年想定の需給・系統状況としては、第81回本委員会（2023年1月24日）での慣性力確保状況の試算と
同様に、広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）を踏まえて、広域メリットオーダーシミュレーションによ
り2050年断面を模擬したものである。

◼ 2030年想定に比べて、2050年想定は再エネ導入量（特に風力）が大幅に増加している電源構成となっている。

出所）広域機関HP『広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）の策定について』より引用
https://www.occto.or.jp/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_03.pdf

https://www.occto.or.jp/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_03.pdf
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（参考）電圧変動の観点での2030年と2050年の違い

◼ 2050年想定においては2030年想定に比べて再エネ設備量が大幅に増加しており、それに伴い同期電源の運転台
数が減少する。

◼ 同期電源の運転台数が減少すると系統の短絡容量（電圧維持能力）が低下するため、系統事故等が発生した
場合の電圧変動が大きくなりやすくなる。

2030年想定 2050年想定

同期電源
基幹
系統

（上位2電圧）

ローカル
系統

配電
系統

G

G

G

インバータ
電源

インバータ
電源

G

G

G停止

停止

増設

増設

増設

送電線

送電線

配電線

超高圧変電所

一次変電所

配電用変電所
増設

同期電源が多い
⇒短絡容量が大きい

（電圧変動が小さい）

同期電源が少ない
⇒短絡容量が小さい

（電圧変動が大きい）
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系統安定性の評価の概要について

◼ 2050年の検討においても、2030年想定の検討と同様に、周波数低下の影響が大きくなると考えられる大規模電
源が接続する電源線ルート事故において、系統維持が可能かどうか検証を行うことで、対応策の構築要否の評価を
行うことにした。

◼ シミュレーションによる検証のステップとしては、以下の順に影響の評価を行う。

① 送電線事故直後（事故発生～数100ms程度）の短時間の電圧・周波数の変動から停止するインバータ電
源の規模を推定※1

② 同期電源・インバータ電源の停止量を元に送電線事故解消後（数秒後）の周波数維持の可否を検証※2

G

G

停止

停止

【検証のイメージ】

運転継続運転継続

運転継続

運転継続

系統事故による
電圧変動の影響範囲

事故設備

事故停電
範囲

送電線

送電線

送電線

配電線

超高圧
変電所

一次
変電所

配電用
変電所

インバータ
電源 インバータ電源の

停止量が少ない場合

①事故直後に電源停止量がどの程度生じるか

周波数(Hz)

時間

調整力(GF等)焚き増し
負荷制限により回復

インバータ電源の停止量が非常に
多い場合（電源の連鎖脱落発生）

系統・事故状況のイメージ 事故影響・周波数評価のイメージ

※1 電力中央研究所が開発した解析ツール（Y法）により検証 ※2 各TSOが使用している周波数応動解析ツールにより検証

②周波数がどの程度低下するか（維持できるか）
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東北東京エリアの系統安定性の評価について（シミュレーション結果）

◼ 東北東京エリア内において、最も同期電源の停止量が大きくなる電源線ルート事故が発生した場合において、多数
の電源停止により周波数低下が生じるものの、負荷制限等の実施により、周波数の回復は図れたため系統の維持
はできている状況である。

◼ ただし、負荷制限量の規模感を鑑みると、系統事故時の電源停止量を緩和する対応策を整備することが望ましいと
も考えられるか。

◼ この点については、今後検討を行う北海道、中西エリアの状況を踏まえつつ、具体的な対応策の検討を進めていくこと
にしたい。

2050年想定
参考

2030年想定

電源停止量
＜同期電源+再エネ＞

1,283万kW
(21%)

625万kW
(22%)

負荷制限
＜UFRなど＞

1,113万kW
(18%)

459万kW
(16%)

系統維持 ○ ○

※1 ・マスタープランベースシナリオなどを前提条件とした試算結果であり、需給バランス等の前提
が変われば、算定結果も異なることに留意が必要

・インバータ電源の停止有無はアンケート結果を元に評価したものであり、実際の制御ロジック
を正確に模擬できているものではない

・2030年想定と2050年想定の評価ケースでは、需要規模や再エネ稼働量が異なる
・短絡容量が非常に小さいと想定されるMsys最小（RoCoFが最大）の系統状況で評価

＜シミュレーション結果※1＞ 括弧内はシミュレーションの系統状況における需要に対する比率

東北エリア内の
電源線ルート事故
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（参考）シミュレーション結果の詳細について＜東北東京エリアの場合＞

◼ 東北エリア内の電源線事故における電圧・周波数の変動について、東北・東京の代表地点では事故設備に近い地
点ほど変動が大きくなる傾向が生じており、東北エリアを中心にインバータ電源が停止することになる。

◼ このインバータ電源の運転停止と系統事故時の同期電源の停止によって周波数が低下するが、UFRによる負荷制
限などによって系統の維持が保てている。

東北の代表地点の
過渡的な電圧変動Y法波形

東京の代表地点の
過渡的な電圧変動Y法波形

多数のインバータ
電源が停止

一定程度のインバータ
電源が停止

一部のインバータ
電源が停止

事故後の東北東京の周波数変動
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（参考）周波数低下による発生する事象のイメージ

◼ 標準周波数（50Hzまたは60Hz）から1Hz程度周波数が低下した場合にはUFRなどにより負荷制限を行うことで
周波数維持を図る。

◼ それよりも更に著しく周波数が低下する場合には、地域間連系線の分断や発電側UFR（発電設備の連鎖脱落）
が発生することで系統安定性が損なわれ大規模な停電が発生する可能性がある。

出所）送配電網協議会ホームページ資料より引用
https://www.tdgc.jp/information/docs/367f2ce75b42f870fdb4fdf96001a02de8aa135c.pdf

https://www.tdgc.jp/information/docs/367f2ce75b42f870fdb4fdf96001a02de8aa135c.pdf
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対応策の検討の進め方（次回以降で詳細検討予定）

◼ インバータ電源の運転停止を防止する対応策としては、 ①系統側での対策（短絡容量の維持）と②機器側での
対策（事故時の運転継続要件の整備）の二つの面が考えられる。

◼ 今回は東北東京エリアの状況をお示ししたが、今後、北海道・中西6エリアで生じうる事象を確認のうえで、将来に向
けて必要になる対策の具体化を進めていく。

出所）第９９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2024.7.23)資料１を一部加工
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_99_01.pdf

電圧変動を抑制しインバータ
電源を停止させない対策

電圧変動が発生しても
インバータ電源を停止させない対策

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_99_01.pdf
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（参考）電源事故時のRoCoFの試算結果

◼ 電源事故時の周波数低下率RoCoF（Rate of Change of Frequency）の評価においては中西6エリア（九
州エリア）で最も大きくなっていた。

◼ 系統事故時においても、今回お示した東北東京エリア以上の影響が生じる可能性もあるため、引き続き残るエリアの
検討を進めていく。

出所）第８１回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2023.1.24)資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_81_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_81_03.pdf
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目次

1. 前回（第９９回本委員会）の議論状況の振り返り

ー 系統事故時のインバータ電源の運転停止とその影響

2. 2050年を想定した系統安定性の評価

3. まとめ
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まとめと今後の検討の進め方

◼ 本日は2050年を想定した、東北東京エリアでの系統安定性の状況について検討結果をご報告した。

◼ 今回の前提条件のもとでは、東北東京エリアでは大規模電源が接続する電源線ルート事故において、一定程度の
負荷制限はありつつも周波数の維持は可能な状況であった。※1。

◼ 引き続き、残る北海道・中西6エリアでの検討を年内目途に進め、その結果を踏まえながら、安定供給を維持するた
めに必要な対応策の整理を進めることにしたい。

2024年上期 2024年下期

2030年想定での
影響評価

2050年想定での
影響評価

対応策の
方向性整理

●
第99回

本委員会
（一旦完了）

●
第101回
本委員会

(中間報告)

●
第99回

本委員会
（頭出し）

2050年想定
での影響評価
の最終報告

および

必要な
対応策整理

※1 検討の前提条件が変わることで、系統安定性の状況は変わりえることに留意が必要


